
 

 

                        

 

    

平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度当初当初当初当初予算予算予算予算のののの概要概要概要概要    

    

    

ⅠⅠⅠⅠ    平成平成平成平成２４２４２４２４年度予算編成年度予算編成年度予算編成年度予算編成のののの基本的基本的基本的基本的方針方針方針方針    

平成２４年度は、「第２次香美町行財政改革大綱」期間の２年目にあたることか

ら、初年度の取組みを評価するとともに、大綱の基本理念等を踏まえ、住民と行政

の協働により、「創造と活力あるまちづくり」を着実に推進させることを念頭に、

予算編成に取り組んだところである。 

また、行財政運営に大きな役割を果たしている普通交付税が、合併算定替の制度

に基づき、今後、段階的に減少していくことを踏まえ、財政基盤の充実・強化に向

けて、将来の収支均衡につながる歳出抑制と歳入確保の取組みを継続するものであ

る。 

さらに、予算編成における基本的な考え方は「香美町総合計画」、「香美町過疎

地域自立促進計画」、「第２次香美町行財政改革大綱」を踏まえたものとし、次の

事項を中心に、最小の経費で最大の効果を狙いつつ、喫緊の課題に対応していくた

め、可能な限りの政策展開を図るものである。 

 

((((１１１１))))協働協働協働協働のまちづくりののまちづくりののまちづくりののまちづくりの推進推進推進推進    

((((２２２２))))福祉福祉福祉福祉・・・・医療医療医療医療のののの充実充実充実充実とととと子育子育子育子育てててて対策対策対策対策のののの推進推進推進推進    

((((３３３３))))農林水産業農林水産業農林水産業農林水産業のののの振興振興振興振興とととと観光観光観光観光・・・・商工業商工業商工業商工業のののの振興振興振興振興    

((((４４４４))))教育環境教育環境教育環境教育環境のののの整備整備整備整備    

((((５５５５))))持続可能持続可能持続可能持続可能なななな財政基盤財政基盤財政基盤財政基盤のののの確立確立確立確立    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

ⅡⅡⅡⅡ    平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度当初当初当初当初予算予算予算予算のののの状況状況状況状況    

 

１１１１    全会計予算全会計予算全会計予算全会計予算についてについてについてについて    

    

（１）一般会計の予算額は１２２億２，２００万円で、前年度の１２９億円に比

べると、△６億７，８００万円、率にして△５．３％の減となる。 

   減額となる主な要因は、繰上償還（２３年度分）等による公債費の減少、

公共土木施設災害復旧事業（２３年度当初予算分）の完了などによるもので

ある。 

 

（２）１０特別会計の予算総額は７６億３，４７５万５千円で、前年度の７７億

１４６万１千円に比べると、△６，６７０万６千円、率にして△０．９％の

減となる。 

減額となる主な要因は、下水道事業特別会計において、施設整備費、公債

費等が減少することなどによるものである。 

 

（３）２企業会計の予算総額は、２２億４，２５７万１千円で、前年度の２１億

５，０１８万４千円に比べると、９，２３８万７千円、率にして４．３％の

増となる。 

増額となる主な要因は、空調設備等改修事業（公立香住病院事業企業会計）、

浄水場整備事業（上水道事業企業会計）によるものである。 

 

（４）その結果、全会計の予算総額は２２０億９，９３２万６千円となり、前年

度の２２７億５，１６４万５千円に比べると、△６億５，２３１万９千円、

率にして△２．９％の減となる。 

 (単位 千円、％) 

会 計 平成２４年度 平成２３年度 比較増減(千円) 比較増減(％) 

一 般 会 計( 1) 12,222,000 12,900,000 △678,000       △5.3 

特 別 会 計(10) 7,634,755 7,701,461 △66,706  △0.9  

企 業 会 計( 2) 2,242,571 2,150,184 92,387      4.3 

計 22,099,326 22,751,645 △652,319       △2.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２２２２    一般会計一般会計一般会計一般会計についてについてについてについて    

 

（１）予算総額 

 

 一般会計の予算額は１２２億２，２００万円で、前年度の１２９億円に

比べると、△６億７，８００万円、率にして△５．３％の減となる。 

   減額となる主な要因は、繰上償還（２３年度分）等による公債費の減少、

公共土木施設災害復旧事業（２３年度当初予算分）の完了などによるもので

ある。 

  

（２）歳入 

 

ア 一般財源である町税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式

等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車

取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金の

合計額は、８６億５，５５１万３千円で、前年度の８８億２，１４７万４

千円に比べると、△１億６，５９６万１千円、率にして△１．９％の減を

見込んでいる。 

 

イ そのうち町税においては、１７億７，２４７万３千円で、前年度の１８

億３，７４３万４千円に比べると、△６，４９６万１千円、率にして△３．

５％を見込んでいる。 

減収の主な要因は、固定資産税で△６，４９０万円、△６．３％である。 

 

ウ 普通地方交付税は、５９億４，７００万円で、前年度の５９億９，６０

０万円に比べると、△４，９００万円、率にして△０．８％の減となるが、

２３年度決算見込額５９億１７８万９千円に比べると、４，５２１万１千

円、０．８％の増となる。 

また、普通地方交付税の振替分として発行する臨時財政対策債は、５億

７００万円で、２３年度決算見込額の５億９２５万４千円に比べると、△

２２５万４千円、率にして△０．４％の減を見込んでおり、普通地方交付

税と臨時財政対策債の合計額は６４億５，４００万円を計上し、２３年度

実績額の６４億１，１０４万３千円に比べ４，２９５万７千円、０．７％

の増となる見込みである。 

 

エ 特別地方交付税は、５億３，１００万円で、前年度の５億３，１００万

円と同額を見込んでいる。 

 

オ 国県支出金は、１３億２，０３０万５千円で、前年度の１６億９，１９

３万６千円に比べると、△３億７，１６３万１千円、率にして△２２．０％

の減を見込んでいる。 



 

 

減額の要因は、子ども手当・子どものための手当の制度改正、香住小学

校整備事業の事業費減少、公共土木施設災害復旧事業（２３年度当初予算

分）の完了などによるものである。 

 

カ 繰入金は、３，５７０万７千円で、前年度の１億２，８６０万４千円に

比べると、△９，２８９万７千円、率にして△７２．２％を見込んでいる。 

減額の要因は、「兵庫のじぎく債（１７年度発行）」満期一括償還（２

３年度完了）に係る財源とした減債基金繰入金１億円の減などによるもの

である。 

 

キ 地方債は、１４億６，３３０万円で、前年度の１５億７５０万円に比べ

ると、△４，４２０万円、率にして△２．９％を見込んでいる。 

減額の要因は、森浄水場整備事業で△５，９００万円、香住小学校整備

事業で△３億３，４１０万円などによるものであるが、２４年度は、地域

連携施設整備事業、拠点避難地・避難路整備事業、防災行政無線整備事業

、村岡小学校整備事業、香住幼稚園整備事業などの新規事業を含む建設事

業の財源として７億７，９８０万円、過疎対策事業債を活用したソフト事

業で１億２，６１０万円、普通交付税の振替分として臨時財政対策債５億

７００万円などの発行を予定している。 

 

   ク その他、使用料及び手数料は、し尿処理持込手数料の皆減などにより、

１億５，７６０万３千円で、前年度の１億７，９９４万８千円に比べると、

△２，２３４万５千円、率にして△１２．４％となっている。 

諸収入は、海洋センター修繕に伴う助成金１，７６０万円の皆増などに

より４億１，３４９万６千円で、前年度の３億９，２８８万３千円に比べ

ると、２，０６１万３千円、率にして５．２％の増を見込んでいる。 

 

（３）歳出 

 

ア 人件費は、２０億４，５７５万円（職員（特別職３，０３３万６千円、

一般職等１７億７，５７４万５千円）、議員７，３７５万６千円、委員報

酬等１億６，５９１万３千円）であり、前年度の２１億５，８４１万８千

円に比べると、△１億１，２６６万８千円、率にして△５．２％の減を見

込んでいる。 

  減額の主なものは、一般職給料、手当、共済費等で約△９，０００万円

の減、町村議会議員共済会納付金で約△１，５００万円の減などである。 

 

イ 物件費は、予算額１６億４，１６５万７千円で、前年度の１６億６，１

１１万１千円に比べると、△１，９４５万４千円、率にして△１．２％の

減を見込んでいる。 



 

 

減額の主なものは、緊急雇用就業機会創出基金事業に係る委託料等約△

２，６００万円の減などである。 

 

   ウ 扶助費は、予算額１０億６，４８３万６千円で、前年度の１１億２５８

万８千円に比べると、△３，７７５万２千円、率にして△３．４％の減を

見込んでいる。 

減額の主なものは、子ども手当の制度改正に伴う約△７，７００万円の

減などであるが、増額の主なものとしては、障害者介護給付費が約３，４

００万円の増となっている。 

 

エ 補助費等は、予算額１５億６，０６３万９千円で、前年度の１５億７，

４３７万２千円に比べると、△１，３７３万３千円、率にして△０．９％

の減を見込んでいる。 

減額の主なものは、公立八鹿病院負担金△２，８６２万円の減などであ

るが、増額の主なものとしては、新規就農総合支援事業が１，６５０万円

の増となっている。 

 

オ  普通建設事業費は、予算額１３億５０万３千円で、前年度の１３億１，

９９４万４千円に比べると、△１，９４４万１千円、率にして△１．５％

の減を見込んでいる。 

  ２４年度は、新たに、地域連携施設整備事業、拠点避難地・避難路整備

事業、防災行政無線整備事業、村岡小学校整備事業、香住幼稚園整備事業

などの実施を予定している。 

     

カ 公債費は、２１億５，５３１万８千円で、前年度の２４億４，３５９万

６千円に比べると、△２億８，８２７万８千円、率にして△１１．８％の

減を見込んでいる。 

  減額の要因は、繰上償還（２３年度分）５億２，１５５万２千円のうち

２４年度公債費影響分約１億８，０００万円の減と、「兵庫のじぎく債（１

７年度発行）」１億円の満期一括償還完了によるものである。 

 

キ 積立金は、１億５，６１４万８千円で、前年度の１億１，６０７万２千

円に比べると、４，００７万６千円、率にして３４．５％の増を見込んで

いる。 

  増額の要因は、繰上償還（２３年度分）影響分（２４年度公債費減少分

の一部６，６００万円を翌年度以降実施事業の財源として積立）の積み立

てを実施することによるものである。 

 

ク 繰出金は、１９億９，７７８万５千円で、前年度の２０億４，９８３万

６千円に比べると、△５，２０５万１千円、率にして△２．５％の減を見

込んでいる。 



 

 

減額の主なものは、下水道事業特別会計への繰出金約５，８００万円の

減である。 

 

（４）基金残高の状況 
 

    基金のうち、財政調整基金の残高は、２３年度末では８億９，１８１万円

の見込であり、２４年度末では、町債繰上償還（２３年度分）影響分（２４

年度公債費減少分の一部６，６００万円を翌年度以降実施事業の財源として

積立）を積み立てることにより、１０億３９２万５千円と見込んでいる。 

    減債基金の残高は、平成２３年度末では１億４，２３６万１千円の見込で

あり、２４年度予算では、２０年度、２１年度、２２年度及び２３年度の繰

上償還に係る元金相当額等を積み立てることにより、平成２４年度末残高を

２億６８０万２千円と見込んでいる。 

  （単位 千円）                           

基 金 23 年度末現在高 24 年度取崩額 24 年度積立額 23 年度決算積立額 24 年度末見込額 

財政調整基金    891,810 4,395      66,510   50,000  1,003,925 

減 債 基 金    142,361 208           64,649         0   206,802 

計 1,034,171 4,603 131,159 50,000 1,210,727 

 

（５）地方債残高の状況 
 

ア 一般会計における２３年度末現在高は１８４億９，９００万２千円で、

２４年度の発行額を１４億６，３３０万円とし、元金償還額は１８億７，

１２２万５千円であるので、２４年度末現在高は、２３年度末現在高に比

べると、４億７９２万５千円減の１８０億９，１０７万７千円になると見

込んでいる。 
 

イ 全会計における２３年度末現在高は４０３億２３６万円で、２４年度の

発行額を２４億１，２６０万円とし、元金償還額は３４億７９２万９千円

であるので、２４年度末現在高は、２３年度末現在高に比べると９億９，

５３２万９千円減の３９３億７０３万１千円になると見込んでいる。 

なお、住民一人当たりの地方債残高は、２４年度末では約１９１万２千

円（交付税措置による補てん率約６０％を考慮すると、約７６万円）とな

る。 

                                (単位 千円) 

会 計 23 年度末現在高 24 年度発行額 24 年度償還額 24 年度末見込額 

一 般 会 計 18,499,002 1,463,300 1,871,225 18,091,077 

特 別 会 計 19,131,156 605,900 1,246,702 18,490,354 

企 業 会 計 2,672,202 343,400 290,002 2,725,600 

計 40,302,360 2,412,600 3,407,929 39,307,031 

 


